
【令和３年度】浜松市スマート農業推進事業のご案内

１ 事業の概要 

浜松市におけるスマート農業の普及促進と農業者の所得向上・農業産出額の向上を図り、「もうかる

農業」を実現させるため、認定農業者※による先進的栽培技術設備等の購入に補助金を支給します（補

助事業への採否は審査により決定します）。

※ 「農業経営基盤強化促進法第 12条第 1項の規定による農業経営改善計画を浜松市が認定した者」をいいます。

２ 補助金の申請資格 

申請者は「認定農業者」または「認定農業者 3 人以上で構成された農業者団体」で、次の（1）から

（6）までの条件を全て満たす必要があります。「認定農業者 3人以上で構成された農業者団体」の場合

は続く（7）、（8）の条件も満たす必要があります。 

必須 

(1) 市税を滞納していないこと。 

(2) 給与所得者を雇用する場合、市民税・県民税特別徴収義務者の指定を受けていること。 

(3) 反社会的勢力に関わる企業・団体等でないこと。 

(4) 特定の政治、宗教、選挙活動を目的とする申請でないこと。 

(5) 法令等又は公序良俗に反するおそれがある申請でないこと。 

(6) 他の助成制度（補助金、委託費等）でも財政的支援を受ける見込のある申請でないこと。 

「認定農業者 3人以上で構成された農業者団体」のみ必須 

(7) 農業者団体に代表者の定めがあること 

(8) 農業者団体の構成メンバー全員が認定農業者であること。 

３ 補助金の金額 

補助対象経費の２分の１以内で、上限は６００万円です。 

４ 補助対象となる事業と経費 

本補助金の補助対象となる事業と経費は次ページ表のとおりです。なお、補助対象になる機器等の

具体的なイメージが掴みにくい場合は、農林水産省のスマート農業技術カタログも参考としてくだ

さい（https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kihyo03/gityo/smart_agri_technology/smartagri_catalog.htm

l）。農林水産省のスマート農業技術カタログに掲載されている機械の購入については、原則として

次ページ表の「先進的栽培技術を活用した機械の導入補助」に該当するものと判断します（機械の

購入に限ります）。

浜松市の認定農業者を対象に、スマート農業機器の購入を補助します（審査あり） 

（補助率２分の１以内、上限６００万円） 



補助事業

の種類
補助対象経費 補助率 備考

高度な環境

制御による

栽培施設シ

ステムの導

入補助

野菜や花き等の周年・計画

生産を行う、高度な環境制

御が可能な太陽光利用型植

物工場に近い栽培形態にす

るために必要な統合環境制

御装置及び養液栽培システ

ム等の導入設置費用

２分の１以内

※ 補 助 金 額

600 万円を

上限とする。

以下の１及び２の条件を満

たすこと。

１ 既存の太陽光利用型の

温室・ハウスにて、養液栽

培又は養液土耕栽培をする

こと又はしていること。

２ １の温室・ハウス内に

て、環境測定値を基に、複

数の環境制御機器をＩｏＴ

機能等により自動で総合的

に制御すること。

環境測定装

置の導入補

助

生産に必要な測定値をパソ

コン、タブレット又はスマ

ートフォンで確認できるシ

ステムの導入設置費用

２分の１以内

※ 補 助 金 額

600 万円を

上 限 と す

る。

パソコン、タブレット及び

スマートフォンは補助対象

から除く

先進的栽培

技術を活用

した機械の

導入補助

自動走行農業機械、農業用

アシストスーツ、自動判別

装置が組込まれた収穫機・

選果機等の導入設置費用

２分の１以内

※ 補 助 金 額

600 万円を

上 限 と す

る。

以下の１または２の条件を

満たすこと。

１ ＡＩ機能またはＩｏＴ

機能が含まれている機械で

あること。

２ 農林水産省による「ス

マート農業技術カタログ」

に記載された機械であるこ

と（機械の購入に限る）。

検証提案型

技術の導入

補助

本市の検証により、農業経

営に資すると認められた技

術に必要な機械・設備等の

導入設置費用

２分の１以内

※ 補 助 金 額

600 万円を

上 限 と す

る。

以下の１及び２の条件を満

たすもの。

１ 浜松市の検証により、農

業経営に資すると認められ

た技術

２ 上記１で認められてか

ら、５年以内の技術

＜表は次ページへ続きます＞ 



補助事業

の種類
補助対象経費 補助率 備考

国県等で開

発又は検証

している技

術の導入補

助

国及び農林水産省が所管す

る国立研究開発法人、大学

等研究機関並びに都道府県

が開発又は検証がなされて

いる技術であって、栽培に

必要な機械・設備等の導入

設置費用

２分の１以内

※ 補 助 金 額

600 万円を

上 限 と す

る。

国県等が開発してから１０

年以内の技術、又は、国県

等以外が開発し、国県等が

検証してから５年以内の技

術で、以下の条件の１又は

２を満たすもの。

１ 国の「農業新技術」「最

新農業技術・品種」「農林

水産研究基本計画」に選定

されている技術。

２ 先端技術展開事業等、別

に定める国が実施する事業

に採択されている技術

その他の先

進栽培技術

等の導入補

助

その他市長が認めたもの ２分の１以内

※ 補 助 金 額

600 万円を

上 限 と す

る。

先進性が認められるもので

あること。

※ 購入した機器等の設置に係る付帯工事費も補助対象となります。 

※ 他の補助金等を受領している事業・経費は補助できません。他の補助金等へも応募している場

合は事前にお申し出いただき、採否の結果を必ずお知らせください。 

※ 補助金の額は補助事業の種類ごとに千円単位で算定し、千円未満の端数は切り捨てます。 

※ 複数の「補助事業の種類」を組み合わせた申請も可能です（ただし、補助金の額の上限は種類

毎ではなく合計で 600万円までとなります）。 

５ 補助対象外経費 

「５ 補助対象経費」で示した補助対象経費やそれに附随する経費であっても、次の（1）から（7）

のいずれかに該当するものは、補助対象外となります。 

（1） 各種税金（収入印紙、消費税及び地方消費税を含む）及び振込手数料等 

（2） リース料、通信料、講習費、メンテナンス費、保険料等 

【補助対象となる機器の例】

●自動操舵機能付きのトラクター ●農薬等散布・生育監視用のドローン

●センサーとＡＩを活用した圃場情報分析システム ●自律走行機能付きの運搬支援ロボット

●温度・湿度・光環境・炭酸ガス環境などの統合的な制御装置

●IoTを活用した水田用水管理システム



（3） 補助対象事業として内容及び費用等を明確に特定することが困難な経費（補助事業のみに用途

を特定できない機器の購入費用等） 

（4） 購入に係る帳簿類（見積書、発注書、納品書、請求書、領収書、振込控等）や、購入した補助

対象財産の実物を確認できない経費 

（5） 事業期間内（補助金の交付確定日（令和 3年 4月 1日予定）から令和 4年２月２８日まで）に、

発注から支払までの手続きが完了しない経費 

（6） その他、社会通念上、補助金の対象とするには不適切と判断される経費 

６ 事業のスケジュール 

(1) 事前相談

必須ではありませんが、本補助金の申請を検討されている場合は事務局（産業部農業水産課）への

事前相談をおすすめしています。

相談時期：随時（要予約・TEL：053-457-2328 担当：松尾）
(2) 補助金交付申請書等の提出

「７ 申請に必要な書類」や別添の「提出書類の例」を参考に、補助金交付申請書ほか必要書類一

式を作成・提出してください。

受付期間：令和２年１２月１日（火）から令和３年１月２２日（金）午後５時００分まで

(3) 審査委員による書類審査

補助金交付申請書の内容について、審査委員による書類審査を行います。

(4) 採択結果の通知

補助金の採択結果（採択または不採択）を、事務局より書面にて通知します。

通知時期：令和３年３月上旬（予定）

・・・・・・・・・・・・・・・・以下は採択を受けた場合のみ・・・・・・・・・・・・・・・・

（詳細は採択決定後に別途通知します）

(5) 事業実施

補助金交付申請書に記載した事業計画に沿って、実際に補助事業を進めてください。

実施期間：補助金の交付確定日（令和 3年 4月 1日予定）から令和４年２月２８日（月）まで

(6) 事業実績報告書の提出

事業実績報告書ほか必要書類一式を作成・提出してください。

提出期限：令和４年３月１日（火）

(7) 補助金の額の確定・支払い

事業実績報告書の内容に基づき、補助金の額を確定し、事務局より口座振替にて支払を行います。

振込時期：令和４年３月頃（予定） ※事業実績報告書に不備があると支払いが遅くなります

(8) フォローアップ調査への対応

補助事業終了後の進捗について、年１回のフォローアップ調査への回答をお願いします。

実施時期：令和４年、５年、６年、７年、８年の８月頃（予定）

７ 申請に必要な書類

次に示す書類のうち、該当するものを提出してください。なお、浜松市スマート農業推進事業費補助

金交付要綱第６条第１１号の規定に基づき、事業内容の把握・確認のために追加で書類の提出や、書類

の不備等の修正をお願いする場合があります。 



申請に必要な書類

(1) 補助金交付申請書 10 部（正本 1部、写し 9部）
(2) 申請者の概要が分かる資料（企業等のパンフレットなど） 10 部
(3) 事業計画書 10部
(4) 収支予算書 10部
(5) 申請者の市税納付・納入確認同意書  1 部
※ 農業者団体で申請する場合は、構成員全員について１部ずつ提出してください。 

※ 住所が浜松市外の場合は、所在地の市町村が発行する納税証明書を提出してください。 

(6) 申請者の暴力団排除に関する誓約書 各 1部
※ 農業者団体で申請する場合は、構成員全員について１部ずつ提出してください。

(7) 申請者の直近 2期分の決算関係書類（決算書または確定申告書）の写し 10 部
※ 農業者団体で申請する場合、代表申請者のみの提出で差し支えありません。

＜申請者が法人の場合＞

 貸借対照表

 損益計算書

 個別注記表、附属明細表

 製造原価報告書

 販売費及び一般管理費内訳書

 株主資本等変動計算書

 令和２年１０月末時点の試算表（直近の決算日から 6ヶ月以上経過している場合のみ）

＜申請者が個人の場合＞

 確定申告書の写し

(8) 申請者の市民税・県民税特別徴収義務者指定通知書の写し（給与所得者を雇用する申請者のみ）
1部 

※ 農業者団体で申請する場合は、該当する構成員全員について１部ずつ提出してください。 

(9) 申請者が法人の場合、申請者の発行後 3ヶ月以内の履歴事項全部証明書 1 部
※ 農業者団体で申請する場合、代表申請者のみの提出で差し支えありません。

(10)購入を予定している機器等の見積書、カタログ及び設置図面 10部

＜以下は補助事業の実施場所が固定される場合のみ必要＞

(11)実施場所の位置図 1 部
(12)土地所有者の承諾書又は補助事業の実施場所の賃借等が照明できる書類の写し 1 部
※実施場所の土地の所有者が「申請者または申請者の世帯構成員」以外の場合のみ。

※様式のデータは浜松市公式ホームページ内（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp/nousei/portal
/smartagri_hojo.html）にて公開・配布しています。

８ 審査について 

補助事業の採否は有識者及び専門家による書類審査を経て決定します。審査結果によって、補助金が

交付されない場合や、交付金額が減額される場合がありますので、ご了承ください。 



【審査基準】 

申請者が享受する効果 
先進的栽培技術設備等の導入により申請事業に改善が見られるか（所
得向上、労務環境の改善等） 

実行計画の実現可能性 
申請事業の実施計画が妥当なものであるか、実現可能なものである
か。また、申請者は実現できる能力を有するか。 

先進性の有無 申請事業がスマート農業としての先進性を有しているか。 

産業・経済への寄与 
申請事業により、市内農業者へのスマート農業の普及促進や地域産業
への波及効果が期待できるか。 

事業終了後の継続性 補助事業期間の終了後も、継続して事業展開ができるか。 

補助金の有効性 
最小の経費で最大の効果を発揮できるよう工夫されているか。事業規
模に対して過剰な設備投資になっていないか。 

９ 補助金交付申請書の提出 

「７ 申請に必要な書類」に示す申請書類を用意し、以下の受付窓口まで直接ご持参ください。提出

された書類等は返却いたしませんので、必ず手元に「写し」を保管してください。 

事業提案・採択にあたり提供された個人情報については、個人情報の保護に関する法律及び関係法令

等を遵守し、適正な取り扱いに努めます。 

(1) 受付期間 

令和２年１２月１日（火）～令和３年１月２２日（金）午後５時００分 必着・厳守 

(2) 受付時間 

平日  午前８時３０分から正午まで 

      午後１時００分から午後５時１５分まで（最終日は午後５時００分まで） 

(3) 受付窓口 

〒430-8652 浜松市中区元城町 103 番地の 2 

浜松市 産業部 農業水産課 次世代農業推進グループ 

１０  注意事項 

この補助金の申請・活用にあたっては、下記の注意事項を遵守してください。 

事業全体 

(1) 浜松市補助金交付規則及び浜松市スマート農業推進事業費補助金交付要綱を遵守してください。 

(2) 採択事業の補助対象者、事業の概要等については、市のホームページ等で公表するほか、新聞等へ

の掲載依頼、関係機関への資料提供等を行いますのでご了承ください。 

(3) 事業は、単年度（交付決定のあった年度内）の取組みとなります。 

(4) 同一事業者が同一年度中に複数の申請を行うことはできません。 

(5) 申請者が補助金交付の決定の内容、交付の条件またはその他法令等に違反したときは、補助金の交

付取消、返還請求、不正の内容の公表等を行うことがあります。 

(6) 補助事業年度または事業終了後 5年以内に、補助事業に基づく発明、考案等について、特許、実用

新案等を出願もしくは取得した場合、または出願・取得した権利について譲渡または実施権を設定



した場合、浜松市へのご報告をお願いします。 

(7) 補助事業で取得した機器等について貸付を検討している場合は、有償・無償を問わず、必ず事前に

事務局に相談してください。 

実施前 

補助金交付申請書に記載する補助対象経費は、事前に見積を取るなどして経費を精査した上で、必要最

小限の金額を計上してください。 

事業実施期間中 

(1) 1 件（1項目）500千円以上の経費は複数者から見積を取り、経費節減に努めてください。 

(2) 次の場合には事前の承認が必要となりますので、必ず速やかに事務局に相談してください。 

① 補助事業の経費の配分又は内容を変更しようとする場合 

② 補助事業を中止または廃止しようとする場合 

完了報告時 

(1) 経費支払の確認ができる書類を提出していただく必要があります。詳細は採択事業者宛てに別途ご

案内しますが、見積書、発注書（契約書）、納品書、請求書、領収書、振込通帳の写し等が必要に

なります。 

(2) 補助事業を完了した日から起算して１４日以内、または令和４年３月１日（火）のいずれか早い日

までに事業実績報告書を提出してください。 

(3) 補助事業の詳細についての聴取や現地調査を行うことがありますので、ご協力をお願いします。 

事業完了後 

(1) 補助事業のフォローアップ調査にご協力をお願いします。フォローアップ調査では、補助事業に基

づく研究成果や売上げ等のご報告をお願いします。 

(2) 補助事業で取得した、または効用の増加した施設・設備等の財産は、善良なる管理者の注意をもっ

て管理し、補助事業の目的に沿って活用してください。管理台帳（様式は別途ご案内します）を整

備し、保管状況を明らかにしてください。「農林畜水産業関係補助金等交付規則」（昭和３１年農林

省令第１８号）で定める耐用年数もしくは 10 年間のいずれか短い期間を経過するまでは、補助事

業の目的以外の用途での使用はできません。また、譲渡、担保設定等も原則としてできませんので

ご注意ください。 

(3) 補助金の収支に関する帳簿・領収書等関係書類を整理し、補助事業終了後、10 年間保管しておか

なければなりません。 

１１ 問い合わせ先 

浜松市 産業部 農業水産課 次世代農業推進グループ 担当：松尾、鈴木 

所在地：〒430-8652 浜松市中区元城町 103 番地の 2 （浜松市役所 本館６階） 

 連絡先：TEL ：053-457-2328  FAX ：050-3606-6171
E-mail：nousui@city.hamamatsu.shizuoka.jp 


